公益信託今井記念海外協力基金
2027年度　助成金給付申請書

申請団体は、以下の項目に沿って申請書を作成し、必要書類を添えて期限までに提出してください（本基金の趣旨、支援対象となる団体・事業等については「募集要領」参照のこと）。
申請書はGoogleドキュメントとGoogleスプレッドシートを使用せず、マイクロソフト社「ワード」（本ファイル）で、予算書は「エクセル」（所定フォーム）で作成してください。
提出年月日：　　年　　月　　日
提出者：団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名（役職名）　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印　（法人は法務局に登録している印鑑）



（注）記入・印字は黒色のみで、文字数の指定がある場合は、その文字数に収まるようにご記入ください。文字数は、確認したい箇所をドラッグして選択すると、WORDソフトの左下部分に表示されます（不明な場合は事務受任者までお問い合わせください）。
フォントの大きさは10.5ポイント、フォントはMSPゴシップでご記入ください。
I. 申請事業の情報
	1. 事業名
	　　

	2．対象分野
	該当するものをチェック（■）してください。複数分野にわたる場合は複数をチェック
☐ 教育・人材育成　　　□ 保健衛生　　　□ 医療

	3. 事業実施地　※国、県、州、村、地域まで記載してください

	
	日本語表記
	　　　

	
	英語表記
	　　　

	4. 事業に要する費用　※所定の予算書（マイクロソフト社Excelファイル）を必ずご提出ください。

	
	総費用
	　　　　　　　円

	
	希望助成額
	　　　　　　　円 ※100万円以内に収めてください。

	5. 事業対象地域の状況と事業立案の背景 【1,000字程度】
※今井基金から2025年度の助成を受けた事業の継続事業を申請する場合、申請時期までの進捗状況を記載してください。
※申請事業に関連する、対象地域の国・自治体の対策、他の援助機関・NGOの活動状況などの情報があれば記載してください。

	　　

	6. 現地の事業実施体制

	
	1 種別
	該当するものをチェック（■）してください。
□申請団体の現地支部　　　□現地カウンターパート

	
	2 日本語名称
	　　　

	
	3 英語名称
	　　　

	
	4 住所
	　　　

	
	5 電話番号
	　　　

	
	6 代表者氏名
	　　　

	
	7 代表者の経歴
	　　　

	
	8 現地支部またはカウンターパートの団体概要【500字程度】

	
	　　　

	
	9 申請団体およびカウンターパートの現地での活動資格

	
	　　　

	
	10 事業の実施体制（日本国内および現地）【500字程度】
※現地支部または現地カウンターパートが事業実施において担う役割を明記してください

	
	　　　

	
	11 （申請する事業の）事業費の活用・送金方法

	
	該当するものをチェック（■）してください。（複数の方法をとる場合は、当てはまるもの全てにチェックしてください）
□ 申請団体が直接事業にかかる費用の支払いを行う。
□ 申請団体が申請団体の現地支部の現地銀行口座（団体の口座）に送金し、現地支部が事業にかかる費用を支払う。
□ 申請団体の現地カウンターパートの現地銀行口座（団体の口座）に送金し、現地カウンターパートが事業にかかる費用を支払う。
□ 申請団体の現地カウンターパートの現地銀行口座（個人口座）に送金し、現地カウンターパートが事業にかかる費用を支払う。以下ご記入ください：
（個人の役職・名前：　　　　　　　　　　　　　　　、個人口座である理由　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ 申請団体の関係者が現地に現金を持ち込み、現地支部／現地カウンターパートの責任者へ現金を手渡しする。以下ご記入ください：（提供先の役職・名前：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□ その他　以下ご記入ください：（具体的な方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	7. 事業の目的（事業を実施することにより実現したい状態） 【500字程度】

	　　　

	8. 助成対象事業によって裨益する人々の状況とおおよその人数　【800字程度】
※対象者を特定した理由およびプロセスを明記してください。
※事業の対象となる人々の状況（貧困状態など）を、データなどで客観的に示してください。

	　　　

	9. 事業の達成目標（事業の実施期間内に達成する数値的な目標）【800字程度】
※事業の目的に合わせて、具体的な達成度を示す基準となる指標（量、質、時期、場所等）を入れ、申請期間内に達成されたいことを項目ごとに明記してください。

	　　　

	10. 事業の内容（活動を箇条書きにして具体的に説明）【1,000字程度】
※施設の建築などを行う場合、設計図を添付してください（ない場合は、設計内容が分かるよう説明してください）。
※あるプログラムの一部の活動について申請する場合、母体となるプログラムと申請事業の活動内容を区別して記載してください。

	　　　

	11. 実施のスケジュール
※事業の評価・モニターにかかわる活動も、スケジュールに記載してください。

	　　　

	12. 事業の持続性および地域の自立発展への寄与 【800字程度】
※本基金による助成期間終了後の支援効果の持続性やフォローアップ方法などについてご説明ください。
※2028年度以降も活動を続けられる場合は、その見通しについてもご説明ください。

	　　

	13. 事業の実施によって想定される波及効果（対象地域や住民に与えうる正負の影響）【500字程度】
※負の影響を与えうる場合は、その対応策を含めて記載してください。

	　　　

	14. 日本における当事業の広報計画（報告会や報告書の発行などの予定）【300字程度】

	　　　




Ⅱ.申請団体の概要
申請団体は、次の要件を満たすことを確認してください。満たしていることを確認したら、チェック（■）を入れてください。
□ (1) 助成対象国（「募集要領」の「２．助成対象国」を参照）における援助事業を主たる事業目的としていること（政治的活動、宗教上の教義を広める活動、営利活動を主な目的とする団体でないこと）。
□ (2) 日本国内に事務所を置き、責任の所在が明確であること。
□ (3) 前年度（2025年度）および前々年度（2024度）の総収入額がいずれも3,000万円未満の団体であること。
□ (4) 活動実績が２年以上あること。
□ (5) 助成対象事業を推進するうえで、十分な管理能力を有すると認められること。
□ (6) 過去5年間（2022～2026年度）のうちに、当基金から3回以上の助成を受けていないこと）
□ (7) 現在までに今井基金から助成を受けた回数が通算５回以内であること（今井基金からの助成回数は、通算６回を限度とする）。
□ (8) 申請団体またはその代表者が募集要領の「２．助成対象団体」の（8）に該当しないこと。

	1.団体名　※会則/規約等にある正式名称（法人格がある場合は登記されているの法人名称）を記載してください。

	
	フリガナ
	　　　

	
	名称
	　　　

	2.団体の代表者
	フリガナ
	　　　

	
	氏名
	（通称の場合は、住民票記載の氏名を併記してください）
　　　

	
	役職名
	　　　

	3.申請事業の　担当者
	日本国内
	　　　

	
	現地国
	（現地国の駐在員名またはパートナー団体の事業担当者名）
　　　

	4.団体の連絡先
※定款記載の住所と連絡先が異なる場合、両方の住所を明記してください。
	住所
	〒　　　

	
	電話番号
	　　　

	
	E-Mail
	　　　

	
	URL
	　　　

	5.設立時期
	任意団体設立日
	　　年　　月　　日

	
	法人成立の日（登記日）
	　　年　　月　　日 ※法人格を持つ場合のみ

	
	認定資格取得日
	　　年　　月　　日 ※認定NPO法人／公益法人の場合のみ

	6.団体の意思決定機関名と構成員数 
	　　　

	7.団体の会員種類と人数（前年度実績）
	　　　

	8.団体の職員数
	有給常勤
	　　名　（うち現地駐在：　　名）

	
	有給非常勤
	　　名　（うち現地駐在：　　名）

	
	無給常勤
	　　名　（うち現地駐在：　　名）

	
	無給非常勤
	　　名　（うち現地駐在：　　名）

	9.助成金の受取予定口座
	助成が決定した場合、助成金を受け取る予定の口座について、該当するものをチェック（■）してください。また、その他の場合は具体的に記してください。
□ 団体名義の銀行口座
□ 団体の代表者個人名義の銀行口座
□ その他（　   　）

	
10.団体の事務局責任者
※入りきらない場合は別紙を添付してください。
	氏名
	　　

	
	略歴
	　　

	11.団体の総収入（前年度：2025年度）
	総収入
	　　　　　　　　　　円

	
	対象期間
	　　年度：　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

	12.団体概要
【500字程度】
	　  　

	13.団体の主な活動実績
【800字程度】
※申請事業地での事業があれば、特に記載してください。
	　　  

	14.今回の申請事業募集は何によって知りましたか？

	　　  



Ⅲ. 他の機関からの助成実績（過去4年間：2023～2026年度）
過去4年間（2023年度～26年度）のうちに、他の機関から助成金を受けた実績を記入してください。表が足りなければ、コピーして追加してください。
	①
	機関名
	　　  

	
	事業名
	　　  

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　

	②
	機関名
	　　

	
	事業名
	　　

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　

	③
	機関名
	　　

	
	事業名
	　　

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　

	④
	機関名
	　　

	
	事業名
	　　

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　

	⑤
	機関名
	　　

	
	事業名
	　　

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　

	⑥
	機関名
	　　

	
	事業名
	　　

	
	実施期間（年数）
	　　年　　月～　　年　　月（　　年間）

	
	助成額
	　　

	
	実施国・地域
	　　



Ⅳ. 今井記念海外協力基金からのこれまでの助成実績
該当していれば、チェック（■）を入れてください。
□今井基金からの助成経験あり
	①
	事業名
	　　

	
	助成年度
	　　

	②
	事業名
	　　

	
	助成年度
	　　



Ⅴ. 添付資料
以下の資料を添付し、確認したらチェック（■）を入れてください。
（下記1については原本を郵送にて提出するほか、Word・Excelファイルもご提出ください。2～9については、PDFでご提出ください）
□ 1．事業の申請書（本書類：Wordファイル）および予算書（所定のマイクロソフト社Excelファイル）※1（予算書作成においては、当基金「募集要領」の「申請事業の予算書を作成する際の注意事項」をお読みください）
□ 2．事業対象地域の地図および写真
□ 3．団体の定款もしくは会則または規約
□ 4．役員名簿
□ 5．2025年度および2024年度の団体の年次活動報告書と決算書（※2）
□ 6．2026年度の団体の事業計画書と収支予算書
□ 7．2026年度の団体の活動の進捗状況を示す資料（中間報告書など）
□ 8．2027年度の団体の事業計画書と収支予算書
（申請時に、2027年度の最終事業計画書および収支予算書が完成していない場合は、2027年度の団体の事業計画書（案）・収支予算書（案）を2027年2月1日（月）までにご提出ください）
□ 9．団体概要、パンフレット、最近のニュースレター等

※1 申請事業の予算書を作成する際の注意事項
1 日本側の人件費と管理費および、現地事務所経費（現地人件費を除く事務管理費）等を当基金に申請する場合は、申請額の30%を上限としてください。
※現地スタッフの人件費や交通費は「事業管理費」に含まれません。
2 往復渡航費を当基金に申請する場合は、合理的かつ経済的なルートを利用してください。また、航空運賃の見積書を添付してください。
3 申請時の予算書における現地通貨の円換算レートは、国際協力機構（JICA）の外貨換算レート表（下記URL）の2026年12月時点のレートに準拠してください。
URL：https://www.jica.go.jp/announce/manual/form/consul_g/rate.html

[bookmark: _Hlk149817149]※2 申請団体の法人の種別により、ご提出いただく決算書類が異なります。下記をご覧の上、該当の資料をご提出ください。
	NPO法人
	· 活動計算書
· 貸借対照表
· 計算書類の注記
· 財産目録

	公益法人
	· 貸借対照表
· 活動計算書（または正味財産増減計算書）
· 財産目録
· 附属明細書

	一般法人、任意団体等
	前述の書類を作成していない場合、団体で作成している財務諸表




Ⅵ．遵守事項
助成が決定した場合の遵守事項（以下）を確認したら、チェック（■）を入れてください。
□ 1．2027年11月30日（火）までに助成事業実施中間報告書を提出すること。
□ 2．事業終了後は、2か月以内に助成事業実施完了報告書（事業決算報告、事業成果と課題について説明した報告、領収書（助成金がカバーしている費目の証票類）のコピーを添付）を提出すること。
□ 3．助成金を申請書記載の事業に充当し、当該事業以外に使用しないこと。
□ 4．事業の計画（実施時期、実施内容、資金の使途等）に変更がある場合は、速やかに当基金事務受任者に連絡し、事前に承認を受けること。
※上記事項を遵守しなかった場合は、助成金の全部または一部返還の対象となる場合があります。

	申請書提出先：
〒113-8642（この郵便番号は該当住所専用の郵便番号です）
  東京都文京区本駒込2-12-13　アジア文化会館１階　（特活）アジア・コミュニティ・センター21
公益信託今井記念海外協力基金　事務受任者　宛
TEL:03-3945-2615（※）　FAX:03-3945-2692　
Email：imai-kikin@acc21.org
https://www.imai-kikin.com/

※（特活）アジア・コミュニティ・センター21は、三菱UFJ信託銀行より「公益信託今井記念海外協力基金」の一部事務の委任を受けております。
※ 申請に関するお問合せは、Eメール（imai-kikin@acc21.org）でお寄せください。



8
